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消防職員の
基本的人権、労働基本権を確立します

消防団員が、安心して
職務に従事できる条件を確立します
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はじめに

　消防職員は全国に約16万人が配置され、24時間365日、
昼夜分かたず、消防力、防災・減災、救急医療、消防水
利の保全や火災予防などの業務に従事しています。
　近年、巨大地震や原子力発電所の事故、また大規模な
自然災害などが起こっています。
　国民の消防・防災意識の高まりとともに、「安全・安
心な地域で暮らしたい」という行政に対する住民の願い
と期待は、ますます強くなっています。
　しかし、いまの消防体制は、住民の期待や願いに応え
られる消防体制になっているでしょうか。残念ながらほ
とんどの消防現場は、法律で求められる基準の消防力す
ら満たしてはいません。
　自治労連は国民の生命、身体、財産を守る消防体制の
充実のためには、①どの地域でも安全・安心に暮らせる
ように、地域の実情に応じた消防体制の充実を図ること、
②高い専門性を活かして、働きやすい職場環境をつくり、
処遇改善を図ることが必要と考えます。
　こうしたことをふまえ、自治労連は消防政策提言（案）
をまとめ、さらにダイジェスト版を作成しました。
　自治体、地域での消防政策づくりに活かしていただく
とともに、消防職場・消防職員など消防行政関係者が一
緒になって、消防力や消防体制の充実、それを支える消
防職員の労働環境の改善をすすめていきましょう。

自治労連の消防政策提言（案）
政策提言の全文は自治労連のホームページへ
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●憲法28条、ILO条約・勧告に基づき、消防職員に団結権・協約締結
権を回復します。
●消防職員委員会制度は廃止し、職場単位に管理職を含む全職員が参
加する「職場会議（仮称）」を設けます。当面は、消防職員委員会の
民主的な運営を行います。
●職場に不団結と混乱を持ち込む「能力・実績にもとづく人事評価制度」
の押しつけを許さず、民主的な人事・人材育成制度の確立を進めます。
●整備指針に基づく搭乗人員の確保、年休取得の保障、３部制の運用
を可能とする人員体制をめざします。
●当該自治体一般職員と同様の昇格・昇給基準を適用します。
●無賃金拘束時間は、当面、深夜勤務の回数制限、拘束手当支給など
の改善を図ります。
●時間外勤務手当、夜間勤務手当、休日勤務手当を適正に支給します。
●消防活動に従事する職員を代表する委員が参加する安全衛生委員会
を確立します。
●各消防本部単位で、惨事ストレスやハラスメント等によるメンタルヘ
ルス不全、原子力・危険施設における働き方に関する方針を確立します。
●職場のパワハラ・セクハラ・暴力に対応するために、民主的に選出さ
れた職員代表とともに、弁護士など第三者が参加する機関を設置します。
●希望する女性消防職員は、消火活動の現場への配置など登用します。
●女性消防職員が安心して働くことができるよう施設・設備、労働環
境を改善します。
●消防技術等の向上のための研修を充実させ、機会を保障します。
●年金受給年齢の引き上げにともない高齢期雇用を確立します。

●安心して消防団に従事できる条件、労働安全衛生体制を確立します。
●消防団員が本職での勤務時間中にも一定の条件で消防団活動が行えるよ
うに支援します。
●自治体職員が消防団に加入しやすいように、職場の環境を整備します。
●企業、官公庁等の定年退職者が参加しやすい条件をつくります。
●女性が参加しやすい条件をつくります。

私たちは、全国の市役所、町村役場、都道府
県庁、自治体の公務公共サービスで働く正規・
非正規の労働者でつくる労働組合です。
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消防団員数の推移

　政府は、地方自治体で人事評価制度の導入を進めようとしています。これは消防職場にも
当然対象となります。消防職場にはすでに階級制度あり、賃金制度に大きく影響しています。
そこに人事評価制度が導入されても、人事管理などを改善することにつながるでしょうか。
　団結権もなく意見が反映できる仕組みもない消防職場に導入するのは問題です。人事評価
制度で職員をうごかすのではなく、現場の意見や声が反映される職場づくりと、何より団結
権の回復が求められています。

団結権付与を求め
ILOが勧告

「人事評価制度」を
議論もできない
消防職場に導入？

9回目

結社の自由委員会の勧告
（厚生労働省国際課仮訳による）

上記の中間的な結論に照らし、委員会は、
次の勧告を承認するよう理事会に要請する。
⒜委員会は、政府に対し、日本政府が批准
した第87号及び第98号条約に具体化され
た結社の自由の原則を十分に尊重し、公
務員の労働基本権を確保するため、関係
する社会的パートナーと議論の上、特に
次の事項について、遅滞なく必要な措置
を講ずることを促す。
ⅰ公務員への労働基本権の付与
ⅱ消防職員及び刑事施設職員への団結権
及び団体交渉権の完全な付与
ⅲ国の行政に従事していない公務員への
団体交渉権及び団体協約締結権の確保、
並びにこれらの権利が正当に制限され
得る公務員への適切な代償手続の確保
ⅳ結社の自由の原則に従い、国家の名の
もとに権限を行使しない公務員へのス
トライキ権の確保、及びストライキ権
を正当に行使する職員団体の構成員と
職員に対して重い民事上又は刑事上の
罰則が科されないことの確保
ⅴ公務における交渉事項の範囲

（平成26年度版消防白書より）



消防職場を取り巻く状況

国と地方自治体は、
国民（住民）の生命、身体、
財産を守る役割を果たします

住民の安全を守る職務に
専念できるように
消防職員の労働条件を
確立します
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　消防は「国民の生命、身体及び財産を
火災から保護するとともに、水火災又は
地震等の災害を防除し、及びこれらの災
害による被害を軽減するほか、災害等に
よる傷病者の搬送を適切に行うこと」（消
防組織法第1条）を任務としています。
消防行政には、憲法の基本原則（平和的
生存権、基本的人権、個人の尊重・幸福
追求権、生存権、財産権、憲法遵守義務）
がつらぬかれなければなりません。
　また、国・自治体による消防体制の連
携があってこそ、住民の自主的な防災活
動が機能します。国民保護法など消防の
「治安」「軍事目的」への利用は許さず、
憲法と消防組織法に定める役割を発揮す
るようにします。

　住民の安全を守る消防体制を確立する
には、消防職員が安心して職務に専念で
きる賃金・労働条件が必要です。
　団結権がなく、階級制の消防職場では、
職員が職場の状況や問題点を率直に協議
することは極めて困難です。
　日本は、ILO87号条約(団結権)を批准
しながら消防職員に団結権を付与してい
ない唯一の国となっています。
　団結権を含む労働基本権を回復し、労
働組合をつくる権利を保障することは、
よりよい消防体制の確立にむけ、喫緊の
課題です。労働組合をつくり、職場に民
主主義が実現されてこそ、職員は高い自
覚と誇りを持って、住民の安全・安心を
守る職務に専念することができます。

　消防職場では、定員５人の消防車に常時２～３人、定員３
人の救急車には２人など、十分な消火・救急活動ができない
人員で出動し奮闘する消防職員によって支えられていると
言っても過言ではありません。さらに、職員不足を補うため、
自宅待機で拘束されることが暗黙のルールの消防本部もあり
ます。
　救急出動回数は、2001年に約440万件だったものが2013
年には約591万件と1.5倍化し大きく増えているのに、救急
隊員は5万5717人から6万383人と、1.08倍の微増にとどまっ
ています。
　消防職員は16万1244人（2014年4月現在）で消防力基準
に照らせば76.5％（2012年）であり、単純計算で4万人不足
している状態です。
　総務省の強力な指導で自治体職員の定数は抑制されており、
消防の広域化をしたところで職員体制の増員がなければ、根
本的な解決にはつながりません。
　地域や自治体でのよりよい消防・防災の取り組みと消防職
場の労働環境･条件改善に向けた取り組みが必要です。

消防政策
提言案 1

消防政策
提言案 2

国は、消防施設・消防職員の最低基準を定め、
地方自治体を支援します

広域化で減る消防本部
人員･車両など体制充実こそ求められる

地方自治体は、
住民に身近な消防体制を確立します

豊橋市消防の場合
　豊橋市消防は、安全衛生委員会を大切にし
ています。委員会は毎月開催され、３カ月に
１回は職場巡視もしています。これまで仮眠
室の個室化を始め、消防車両のオートマチッ
ク化、作業服の改善、車両運転技術の向上な
ど、安全衛生委員会の活動で改善しています。
この取り組みを通じて、公務災害や交通事故
などを減らすことにつながっています。

深刻な人員不足で
危険な消防体制

●国は、消防施設、消防職員の配置基準、消防長、消防署長の資格要件等、
国民の生命、身体、財産を守るナショナルミニマムを保障します。

●市町村が遵守することが義務付けられる「消防力の最低基準」（仮称）を定めます。
最低基準には、最新の科学的知見で必要とされる人員・施設の配置を定めます。
●現行の「消防力の整備指針」が存続する場合でも、最新の科学的知見を反
映し、消防庁は「指針」の充足率が早急に100％達成するように地方自治体・
消防本部に助言します。地域の実情に応じて、必要な場合は「指針」を上
回る措置をとるように助言し、財政措置も行います。

●国は、市町村の「消防力の整備指針」の充足状況等について情報を公表します。
●大規模災害に備え、国、都道府県、市町村の相互応援体制を確立します。
●国は、災害情報など住民の生命、身体、財産に関わる重要な情報について
地方自治体と消防署に提供する義務を負います。特定秘密保護法による秘
密指定は行いません。

●国は消防の広域化を市町村に押しつけず、消防組織のあり方は、市町村が
自主的に決められるようにします。

●消防の「治安」「軍事目的」への利用を許さず、憲法と消防組織法に定め
られた住民の生命、身体、財産の保護を図ることを任務の基本にします。

●市町村は、消防職員の充足率を国の定める最低基準を100％満たすように
します。都道府県は市町村へ人的、財政的な支援を行います。

●市町村の区域で消防本部・消防署を設置します。合併をした市町村は旧市
町村の区域に消防署を設置します。

●耐震貯水槽を「消防水利の基準」(消防庁告示7号)により、地域、集落単
位で設置します。狭い道でも通れる中小型消防車、中小型救急車を配備す
るなど、地域の実情に合わせた設備・機具を配置します。

●地域の医療機関、医療組織と連携し、救急医療体制を充実します。ドクター
ヘリ、消防ヘリ、防災ヘリなどの配置・運用体制を充実させます。

●予防行政を充実させ、予防行政を担う消防職員を専任で配置します。
●住民や事業者等の自主的な防災活動と連携し、防災教育、防災訓練を充実
させます。消防の再任用職員を活用し、長年の知識や経験を活かして、地
域の防災教育、防災訓練の仕事が担えるようにします。

●消防署と住民、地元事業者との連携を進めます。
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■24台必要なのに、いま6台不足

■なのに、広域化すると4台余る･･･？
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B市消防
現有ポンプ車
３台

C市消防
現有ポンプ車
３台

D市消防
現有ポンプ車
３台

E市消防
現有ポンプ車
３台

F市消防
現有ポンプ車
２台

国基準
充足率人口5万の場合、国基準でポンプ車4台必要

広域化後の
消防本部

4台減らしても
充足率100％

管轄人口30万
の場合、国基
準は14台。し
たがって4台多
い充足率129
％になる。

広域化のマジックで
車両が余る可能性も


